
第２回熱海・伊東地域豪雨災害減災協議会 

 

日時：平成 30年 2月 16日（金）10：00～ 

場所：静岡県熱海総合庁舎２階第 3・4会議室 

議 事 次 第 

 

１ 開 会 

 

２ 挨 拶 

 

３ 議 事 

（1） 熱海・伊東地域豪雨災害減災協議会規約の改正 

（2） これまでの経過及び決定事項 

（3） 熱海・伊東地域の減災に係る取組方針（案） 

（4） 情報提供 

（5） 今後のスケジュール 

（6） 意見交換 

 

 ４ 閉 会 

 

＜配付資料＞ 

・議事次第、出席者名簿、座席表、熱海・伊東地域豪雨災害減災協議会の設立趣意書、 

 熱海・伊東地域豪雨災害減災協議会規約 

・資料１ 熱海・伊東地域豪雨災害減災の規約改正（案） 

・資料２  これまでの経過及び決定事項（協議会、幹事会議事要旨） 

  ・資料３  熱海・伊東地域の減災に係る取組方針（案） 

・資料４  今後のスケジュール 

・参考資料１ 熱海・伊東地域の減災に係る取組方針（案）説明資料 

・参考資料２  地域における気象防災業務の強化 

・参考資料３ TEC-FORCEについて 

 

 



 

『熱海・伊東地域豪雨災害減災協議会』の設立趣意書 

 

平成27年９月関東・東北豪雨では、流下能力を上回る洪水により利根川水系

鬼怒川の堤防が決壊し、氾濫流による家屋の倒壊・流出や広範囲かつ長期間の

浸水が発生した。また、これらに住民の避難の遅れも加わり、近年の水害では

例を見ないほどの多数の孤立者が発生する事態となった。今後、気候変動の影

響により、このような施設の能力を上回る洪水の発生頻度が高まることが懸念

される。  

こうした背景から、平成27年12月10日に社会資本整備審議会会長から国土交

通大臣に対して｢大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について

～社会意識の変革による｢水防災意識社会｣の再構築に向けて～｣が答申された。

本答申において｢施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するとの考えに立ち、

水防災意識社会を再構築する必要がある｣とされていることを踏まえ、国土交

通省は新たに｢水防災意識社会 再構築ビジョン｣を発表した。 

直轄河川管理者は、全国の直轄河川を対象として、当ビジョンを実現させる

ため、直轄河川管理者、県、市町等関係機関が連携し減災のための目標を共有

し、ハード対策とソフト対策を一体的、計画的に推進する減災対策協議会を設

立した。 

このような中、平成28年８月以降に相次いで発生した台風による豪雨災害で

は、中小河川においても甚大な被害が発生しており、「水防災意識社会」の再

構築に向けた取組をさらに加速させ、全ての地域において取組を推進していく

ことが必要との考えから、平成28年10月７日付国土交通省水管理・国土保全局

長通知により、県管理河川についても、「水防災意識社会 再構築ビジョン」

に基づく取組拡大の要請を受けた。 

これらを踏まえ、熱海・伊東地域における県管理河川においても「施設では

防ぎきれない大洪水は必ず発生する」との共通認識のもと、河川管理者、市な

どの関係機関が連携・協力して、減災のための目標を共有し、意識変革と災害

リスクに応じたハード・ソフト対策を一体的、計画的に推進することにより、

社会全体で洪水に備える「水防災意識社会」を再構築することを目的に熱海・

伊東地域豪雨災害減災協議会を設立するものである。 



 

熱海・伊東地域豪雨災害減災協議会規約 

 

（名称） 

第１条 本会の名称は、熱海・伊東地域豪雨災害減災協議会（以下「協議会」という。）と

称する。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、昨今の豪雨の激化による甚大な水害の頻発を踏まえ、施設では防ぎきれ

ない大洪水は必ず発生するとの考えに立ち、関係市と国、県等が連携・協力して減災

のための目標を共有し、ハード・ソフト対策を一体的かつ計画的に推進し社会全体で

洪水に備える「水防災意識社会」を再構築することを目的とする。 

 

（協議会の構成） 

第３条 協議会は、別表－１の職にある者をもって構成する。 

２ 協議会の招集、進行及び運営は事務局が行う。 

３ 事務局は、第１項によるもののほか、協議会構成員の同意を得て、必要に応じて構 

  成員以外の者の参加を要請し、意見を求めることが出来る。 

 

（幹事会の構成） 

第４条 協議会の円滑な運営を行うため、協議会の下に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、別表－２の職にある者をもって構成する。 

３ 幹事会の招集、進行及び運営は事務局が行う。 

４ 事務局は、第２項によるもののほか、幹事会構成員の同意を得て、必要に応じて構 

  成員以外の者の参加を要請し、意見を求めることが出来る。 

 

（協議会の実施事項） 

第５条 協議会において実施する事項は、次の各号に掲げる事項とする。 

１）現況の水害リスク情報と減災に係る取組状況の共有 

２）減災目標の共有と目標達成に向けて各構成員が取り組む事項をまとめた 

「取組方針」の作成・共有 

３）「取組方針」にもとづく対策の実施状況のフォローアップ 

４）その他、大規模氾濫に関する減災対策に関して必要な事項 



（会議の公開） 

第６条 協議会は、原則として報道機関を通じて公開とする。ただし、審議内容によっては、

協議会に諮り、非公開とすることができる。 

２ 幹事会は、原則非公開とし、幹事会の結果を協議会へ報告することにより、公開と 

見なす。 

 

（協議会資料等の公表） 

第７条 協議会に提出された資料等については、速やかに公表するものとする。 

ただし、個人情報等で公表が適切でない資料等については、協議会の了解を得て公表 

しないものとする。 

２ 協議会の議事については、事務局が議事概要を作成し、出席した委員の確認を得た 

後、公表するものとする。 

 

（事務局） 

第８条 協議会の庶務を行うため、事務局を置く。 

２ 事務局は、静岡県交通基盤部河川砂防局河川企画課、静岡県交通基盤部河川砂防局

土木防災課、静岡県熱海土木事務所、静岡県危機管理部危機対策課、静岡県東部危機

管理局が務める。 

  ３ 代表事務局は、静岡県熱海土木事務所が務める。 

 

（雑則） 

第９条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項については、協議会

で定めるものとする。 

 

（附則） 

本規約は平成29年３月14日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表－１ 豪雨災害減災協議会 構成員 

関係機関名 役職名 

熱海市 市長 

伊東市 市長 

気象庁静岡地方気象台 台長 

国土交通省 中部地方整備局河川部地域河川課 課長 

静岡県 危機管理部 理事（防災対策担当） 

静岡県 東部危機管理局 局長 

静岡県 交通基盤部 河川砂防局 局長 
静岡県 交通基盤部 熱海土木事務所 所長 

 

 

別表－２ 豪雨災害減災協議会 幹事会 構成員 

関係機関名 役職名 

熱海市 市民生活部 危機管理課 課長 

熱海市 都市整備部 都市整備課 課長 

伊東市 企画部 危機対策課 課長 

伊東市 建設部 建設課 課長 

気象庁静岡地方気象台 防災管理官 

国土交通省 中部地方整備局河川部地域河川課 河川保全専門官 

静岡県 危機管理部 危機対策課 課長 

静岡県 東部危機管理局 技監兼地域支援課長 

静岡県 交通基盤部 河川砂防局 河川企画課 課長 

静岡県 交通基盤部 河川砂防局 土木防災課 課長 

静岡県 交通基盤部 熱海土木事務所 次長兼企画検査課長 
 


